
第28期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

　

（平成28年１月１日から平成28年12月31日）

　

　

　

トレンドマイクロ株式会社
　

上記の事項は、法令および当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.trendmicro.co.jp/）に掲載することにより株主
の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 32社
　
（2）主要な連結子会社の名称

会 社 名
Trend Micro Incorporated （台 　 湾）

Trend Micro Incorporated （米 　 国）

Trend Micro Australia Pty.Ltd. （オ ー ス ト ラ リ ア）

Trend Micro（EMEA）Limited （ア イ ル ラ ン ド）
　 Trend Micro DMCC LLC 及びSoocii Co.,Limitedを新規設立し、連結の範囲に含めております。
　 また連結子会社であったAffirm Trust LLCについては、保有する全株式を譲渡したことにより、
　 連結範囲から除外しております。

（3）非連結子会社の名称
Broadweb Corporation（ブルネイ）
Itech Technology Limited（ブルネイ）
Broadweb Corporation（セーシェル共和国）
Broadweb Corporation（中国）
Itech Technology Limited（中国）
連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除いております。
　

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数 ３社

（2）持分法を適用した関連会社の名称
General Mobile Corporation（英国領ケイマン諸島）
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Anome Incorporated（サモア独立国）
AsiaInfo Security Limited（英国領ヴァージン諸島）

（3）持分法を適用していない非連結子会社
Broadweb Corporation（ブルネイ）他４社の非連結子会社全５社
持分法を適用しない理由
　非連結子会社５社の当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結
会社合計の当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に比べ軽微であり、
かつ連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、非連結子会社に対する投資勘定については、持
分法の適用範囲から除外しております。

　
3. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの
連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法
なお、収益性が低下したたな卸資産については、帳簿価額を切り下げております。

　③ デリバティブの評価基準及び評価方法
　 デリバティブ…………時価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
主として当社は定率法（ただし平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法）、連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
工具、器具及び備品 主として２～20年
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無形固定資産（リース資産を除く）
市場販売目的のソフトウェア
見込有効期間（12ヶ月）に基づく定額法
自社利用のソフトウェア
社内における見込利用可能期間（主に５年）に基づく定額法
その他の無形固定資産
見込有効期間に基づく定額法

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
（3）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……………… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……………… 従業員の賞与の支払に充てるため、賞与支給見込額に基づき計上して
おります。

返品調整引当金……………… 連結決算日後に予想される返品による損失に備えるため、過去の返品
率に基づき計上しております。

　
（4）退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（１～23年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１～23年）
による定額法により費用処理しております。
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（5）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権・債務は連結決算日の直物為替相場で円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
　在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期
中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分
に含めて計上しております。

（6）収益の計上基準
　ポストコントラクト・カスタマー・サポートに係る売上計上基準
　当社が、ソフトウェア製品の販売に関して顧客との間で締結するソフトウェア製品使用許諾契約は、
通常使用許諾後一定期間にわたるポストコントラクト・カスタマー・サポート（カスタマー・サポート、
製品のアップグレード及びウイルス・パターン・ファイルのアップグレード等から構成される）条項を
含んでおります。
　当社はポストコントラクト・カスタマー・サポートの対価部分を別途把握し、製品使用許諾時に約定
サポート期間に応じて流動負債の「短期繰延収益」勘定及び固定負債の「長期繰延収益」勘定として繰
延処理し、当該期間にわたって均等に売上計上する会計処理方法を採用しております。
　

（7）消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
　

（8）のれんの償却に関する事項
　のれんは、20年以内のその効果の発現する期間で均等償却しております。
　

（9）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（会計方針の変更）
　（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計
基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下
「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対
する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年
度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合に
ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の
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連結計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か
ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の
期首時点から将来にわたって適用しております。
なお、これによる連結計算書類に与える影響は、軽微であります。

　
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は
軽微であります。

（未適用の会計基準）
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成27年12月28日）
　

（1）概要
　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可
能性の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延
税金資産の計上額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行わ
れております。
①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い
②（分類２）および（分類３）に係る分類の要件
③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い
④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関す
る取扱い
⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い
　

（2）適用予定日
　平成29年12月期の期首より適用予定です。
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（3）当該会計基準等の適用による影響
　影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中です。
　

（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 19,538百万円

　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 140,293,004株
自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当連結会計年度期首 当連結会計年度中
の増加

当連結会計年度中
の減少 当連結会計年度末

普通株式 3,378,224 732,450 959,800 3,150,874
　

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決 議 平成28年３月25日定時株主総会
株 式 の 種 類 普通株式
配 当 金 の 総 額 15,060百万円
１株当たり配当額 110円00銭
基 準 日 平成27年12月31日
効 力 発 生 日 平成28年３月28日

　
3. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 平成29年３月28日定時株主総会
株 式 の 種 類 普通株式
配 当 の 原 資 利益剰余金
配 当 金 の 総 額 19,337百万円
１株当たり配当額 141円00銭
基 準 日 平成28年12月31日
効 力 発 生 日 平成29年３月29日

　
4. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の
種類及び数
普 通 株 式 850,000株
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　付与者の退職に伴い失効し、経済的価値を失ったストック・オプションについては、個数の減少を順次
認識しております。

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金及び設備資金については基本的に自己資金を充当することとしており、余
資は安全性の高い金融商品で運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営
業債権及び営業債務は為替の変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、信用度の
高い取引金融機関の債券等であり、市場価格の変動リスクと為替の変動リスクに晒されております。支
払手形、買掛金、未払金、未払費用及び未払法人税等は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社及び各子会社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相
手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　有価証券及び投資有価証券の市場価格の変動リスクについては、定期的に時価や発行体（取引先企
業）の財務状況等を把握しております。

③ 資金調達にかかる流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　管理部門において適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによりリス
クを軽減しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次の通りです。

（単位 百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 84,509 84,509 －

（2）受取手形及び売掛金 35,845 35,845 －

（3）有価証券及び投資有価証券 98,743 98,743 －

資産合計 219,098 219,098 －

（1）支払手形及び買掛金 893 893 －

（2）未払金 5,301 5,301 －

（3）未払費用 5,368 5,368 －

（4）未払法人税等 3,649 3,649 －

負債合計 15,213 15,213 －

デリバティブ取引（※１） （392） （392） －
　 （※１）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
　 となる項目については（ ）で示しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。

（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又は取引金融
機関から提示された価格によっています。

負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）未払金、（3）未払費用、（4）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。
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デリバティブ取引
取引金融機関から提示された価格によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位 百万円）

区分 平成28年12月31日
非上場株式 2,136

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,202円12銭
2. １株当たり当期純利益 179円63銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
　

（その他の注記）
(企業結合等関係)
取得による企業結合
　１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称および取得した事業の内容
　 被取得企業の名称 Hewlett-Packard Company
　 取得した事業の内容 次世代侵入防止システムおよびネットワーク関連セキュリティーソリューション
（2）企業結合を行った主な理由

次世代IPSであるNGIPS（次世代侵入防止システム Next Generation Intrusion Prevention System）
およびネットワーク関連セキュリティソリューションを提供するHewlett-Packard Companyの
TippingPoint事業部門を譲り受け、同事業部門のセキュリティチームおよびセキュリティ脅威に関する知
見の集合体であるDigital Vaccine Labs（DVLABS）による先進的なセキュリティフィルターを用いた"
ゼロデイアタック"（プログラムの脆弱性が発見されてからその修正プログラムが提供されるまでの間に行
われる攻撃）に対する防御技術をはじめとするこれらの技術・知見を、当社グループの技術基盤である
「Trend Micro Smart Protection Network」と融合させることで、より付加価値の高いセキュリティサ
ービスを提供できるようにするため。
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（3）企業結合日
　 平成28年３月８日
（4）企業結合の法的形式
　 現金を対価とした事業の譲受
（5）結合後企業の名称
　 Trend Micro Incorporated（米国）
（6）取得企業を決定するに至った主な根拠
　 当社米国子会社による現金を対価とする資産の取得
　
　２. 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間
　 平成28年３月８日から平成28年12月31日まで
　
　３. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 31,854百万円
取得原価 31,854百万円

　
　４. 主要な取得関連費用の内容および金額
　 アドバイザリー費用等 381百万円
　
　５. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額
　 21,406百万円
（2）発生原因
　 主に将来の事業展開によって期待される超過収益力であります。
（3）償却方法及び償却期間
　 ５年間にわたる均等償却
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６. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
流動資産 57百万円
固定資産 15,467 〃
資産合計 15,524 〃
流動負債 3,620 〃
固定負債 1,455 〃
負債合計 5,076 〃

　
７. 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
　 及ぼす影響の概算額およびその算定方法
売上高 1,369百万円
営業利益 △1,138 〃
経常利益 △1,138 〃
親会社株主に帰属する当期純利益 △1,137 〃

　
（概算額の算定方法）
企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定して算定された売上高および損益情報と、取得企業
の連結損益計算書における売上高および損益情報との差額を、影響の概算額としております。
また、当該注記は監査証明を受けておりません。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
② その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

　
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、貯蔵品…………移動平均法による原価法
なお、収益性が低下したたな卸資産については、帳簿価額を切り下げております。

　
　（3）デリバティブの評価基準及び評価方法
　 デリバティブ…………時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法
(ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法)
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建 物 ３年～24年
工具、器具及び備品 ３年～20年

無形固定資産(リース資産を除く)
市場販売目的のソフトウェア
見込有効期間（12ヶ月）に基づく定額法
自社利用のソフトウェア
社内における見込利用可能期間（主に５年）に基づく定額法
その他の無形固定資産
見込有効期間に基づく定額法
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リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
3. 引当金の計上基準

投資損失引当金……………… 子会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財務状態及び回
収可能性を勘案し、損失見込額を繰入計上しております。

賞 与 引 当 金……………… 従業員の賞与の支払に充てるため、賞与支給見込額に基づき計上してお
ります。

返品調整引当金……………… 期末日後予想される返品による損失に備えるため、過去の返品率に基づ
き計上しております。

退職給付引当金……………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
（1）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

（2）数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内である１年による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法
は、連結貸借対照表におけるこれらの会計処理の方法と異なってお
ります。

　
4. 収益の計上基準
ポストコントラクト・カスタマー・サポートに係る売上計上基準
　当社が、ソフトウェア製品の販売に関して顧客との間で締結するソフトウェア製品使用許諾契約は、通
常使用許諾後一定期間にわたるポストコントラクト・カスタマー・サポート（カスタマー・サポート、製
品のアップグレード及びウイルス・パターン・ファイルのアップグレード等から構成される）条項を含ん
でおります。
　当社はポストコントラクト・カスタマー・サポートの対価部分を別途把握し、製品使用許諾時に約定サ
ポート期間に応じて流動負債の「短期繰延収益」勘定及び固定負債の「長期繰延収益」勘定として繰延処
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理し、当該期間にわたって均等に売上計上する会計処理方法を採用しております。
　
5. 消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　
6. のれんの償却に関する事項
　のれんは、20年以内のその効果の発現する期間で均等償却しております。

　
7. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　

(会計方針の変更に関する注記)
（企業結合に関する会計基準等の適用）
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分
離等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計
上する方法に変更いたしました。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会
計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法
に変更いたします。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計基準第
57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用して
おります。
　なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属
設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、これによる計算書類に与える影響は、軽微であります。
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（貸借対照表に関する注記）
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 24,890百万円
短 期 金 銭 債 務 10,192百万円
長 期 金 銭 債 権 7,031百万円

　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高の総額
営業取引による取引高
売 上 高 59百万円
業 務 委 託 料 268百万円
仕 入 高 919百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数

普 通 株 式 3,150,874株
　
（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
繰 延 収 益 否 認 額 17,337百万円
無形固定資産償却超過額 759百万円
未 確 定 債 務 否 認 額 577百万円
退職給付引当金繰入超過額 898百万円
その他有価証券評価差額金 110百万円
そ の 他 917百万円
繰 延 税 金 資 産 小 計 20,600百万円
評 価 性 引 当 額 △142百万円
繰 延 税 金 資 産 合 計 20,458百万円

　
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △20百万円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △20百万円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 20,438百万円
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分
の５以下であるため注記を省略しております。

3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日
に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する
等の法律等の一部を改正する法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため
の地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で
成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成29年１月１日以降解
消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.2％から、回収又は支払が見込まれる期間
が平成29年１月１日から平成30年12月31日までのものは30.9％、平成31年１月１日以降のものについては
30.6％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が1,481百万円減少し、当事業年度に
計上された法人税等調整額が1,474百万円増加しております。
　
（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社
① 名称
Trend Micro Incorporated(米国)

② 関連当事者の総株主の議決権の総数に占める当社が有する議決権の数の割合
間接100%

③ 当社と関連当事者との関係
研究及び開発委託、業務委託契約

④ 取引の内容
資金の貸付、利息の受取

⑤ 取引の種類別の取引金額
資金の貸付 24,609百万円
利息の受取 756百万円

⑥ 取引条件及び取引条件の決定方針
2017年３月３日、2018年３月３日及び2019年３月３日を元本の返済期限及び利息の支払期限とした
貸付であり、利息については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

⑦ 取引による発生した債権又は債務に係る主な項目別の当事業年度末残高
関係会社短期貸付金 17,578百万円
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関係会社長期貸付金 7,031百万円

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 599円00銭
2. １株当たり当期純利益 87円68銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
　
（その他の注記）
　該当事項はありません。
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